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1.　本研究部会設立の趣旨とこれまでの活動概要

2023年度から活動を開始したソーシャル・デー
タサイエンス研究部会は，2024年度末に 2年間の
継続を申請し，2025年度は継続期間の一年目にあ
たる．2026年 4月時点で 14名の会員から構成され
ており，データマイニングや社会シミュレーション
等のデータサイエンス分野の研究者に加え，流通や
セキュリティ，情報倫理等，応用ドメインの知見を
持つ研究者・実務者を含めた学際的な研究チームを
構成し，その中でさまざまな議論を行いながら研究
内容を発展させることを目指している．また，現実
の社会問題に対する実践的な解を探求することに加
え，異分野研究者の出会いにより，既存の研究では
実施できなかったアプローチの探求も目指してい
る．本稿では，2024年度，2025年度の活動内容を
中心に，本研究部会における活動の概要について，
研究テーマ別に報告する．

2.　実データに対する解析手法と評価指標の検討

本研究テーマには，実社会におけるデータに基づ
き，産業応用上有用な指標を導き出すための分析手
法の開発ならびにこれらに基づく分析結果の共有が
含まれる．
たとえば，多様なセンシング情報の蓄積により得ら

れたデータの活用は現代社会における競争力の源で
あり，本研究部会において継続的に取り組んでいる
自動車の移動履歴データからは，単なる道路状況の
把握のみならず，時系列的な経済状況，社会状況や
都市状況の変化を把握することも可能である［1–3］．
また，不確実性を含む情報からサービス展開にお
いて有益な知識・情報を導き出す試みも行われてい
る［4–6］．たとえば，文献［4］では，NIIのデー

タリポジトリにあるさまざまなサービスにおける不
満データ（テキスト）をもとに，外食産業における
業態別の不満出現の特徴分析を行っている．業態別
の不満出現の相違は，裏返せば各業態に対する期待
の現れと見ることもでき，今後，他業種についても
検討していく予定である．
また，河合らによる研究［6］は，本部会メンバー
を中心に参加したデータ解析コンペティションに
おいて，スーパーマーケットにおける POSデータ
分析を実施した研究成果である．与えられた POS
データのクレンジングに加え，外部経済指標を関連
付けた上で正準相関分析を施したデータ補正を行っ
て市場分析を試みたもので，共通の JANコードを
持たないインストア商品に対する分析手法を新たに
提案したものとなっている．

参考文献
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図 1　 九州産業大学における合同研究発表会（2025
年 3月）

研究部会活動紹介研究部会活動紹介



66 経営情報学会誌

シャル・データサイエンス研究部会合同研究発表
会，2025年 3月

［2］ 小池和喜隆・西口真央・工藤航・藤田幸久・桑原
昌広，“合成人口データを活用した到達コストに
基づく移動利便性指標”，2025年度経営情報学会
全国研究発表大会，2025年 10月

［3］ 小池和喜隆・西口真央・工藤航・藤田幸久・桑原
昌広，“モビリティサービスの評価に資する都市
分類方式の検討”，2024年経営情報学会全国研究
発表大会，2024年 11月

［4］ 張宇帝・白井康之，“飲食業界の不満要因分析に
おける情報エントロピーを用いた新たな分析手法
の提案”，2025年度経営情報学会全国研究発表大
会，2025年 10月

［5］ 森田裕之・東海林直，“視聴を誘引する動画サム
ネイルの特徴量に関する研究”，2024年経営情報
学会全国研究発表大会，2024年 11月

［6］ 河合亜矢子・白井康之・森田裕之・楠木祥文，“レ
シートアプリデータを用いた惣菜市場の購買デー
タ分析”，2025年経営情報学会全国研究発表大会，
2025年 10月

3.　 産業実務へのデータサイエンス適用（食品・
製造・小売）

本テーマでは，データサイエンスの活用による産
業実務への貢献を意識した研究のほか，未活用デー
タの可能性の検討を行ってきた．
たとえば，食品産業における食品衛生管理のドメ
インに対して，心理的・組織的側面から，評価情報
の開示モデルを実証した研究［1］や，食品安全文
化（FSC）を食品安全マネジメントに組み込むため
の研究［2］である．内田ら［1］は，単なる規制
遵守ではなく，情報の自発的開示がもたらす「価
値」や「動機づけ」に注目した研究である．自発的
開示モデルを提示し，店舗による評価開示，消費者
の飲食店選択，店舗従業員の衛生管理行動の連関が
存立することを実証的に示した．飯塚ら［2］は，
従業員調査のデータを食品安全マネジメントに活用
するための研究である．農林水産省フードコミュニ
ケーションプロジェクト（FCP）の研究会と連携し，
FSCの測定と解析を行い，施策への適用例を示し
た．
水産・加工流通業の視察では，静岡県三保地区で
地下海水を活用して三保サーモン，三保松さば等の

地域ブランド魚の生産・流通に取り組む三保地下海
水養殖センター（日建リース工業株式会社）や，株
式会社ふかくらを訪問した．日々蓄積される養殖
データ，データ活用における課題や可能性等につい
て議論した．

参考文献
［1］ 内田光・小川美香子，“飲食店の食品衛生管理に

対する動機づけモデルの検討―情報の自発的開示
が生む価値―”，2025年度経営情報学会九州・沖
縄支部／関西支部／ソーシャル・データサイエン
ス研究部会合同研究発表会，2026年 3月

［2］ 飯塚光留・小川美香子，“FCP食品安全文化ツー
ルを用いた実証研究―食品製造事業者 2社を対象
として―”，2025年度経営情報学会全国研究発表
大会，2025年 10月

4.　データ分析に基づく新たな価値の創出

本テーマでは，データそのものの価値や，社会実

図 2　 北海学園大学における研究部会セッション前夜
（2025年 10月）

図 3　静岡県水産・加工流通業視察（2024年 12月）
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装に伴う倫理的・経済的な課題にも焦点をあてて研
究を行っている．具体的には，個人情報を単なる保
護対象としてではなく，経済的価値を持つリソース
として捉え，その有償提供の可能性について検討し
た［1］．また，政策支援やビジネス支援における
意思決定に関するデータサイエンスの適用可能性に
ついても検討を行っている［2, 3］．
企業等，特に中小企業においては，DX化の推進は

いうまでもなく重要な経営課題であるが，国内にお
けるDX化の現状と課題について調査を行い，今後
必要となる条件についても検討を行っている［4, 5］．

参考文献
［1］ 森田裕之・折田洋子，“個人情報の経済的価値と

その有償提供についての可能性”，2025年度経営
情報学会全国研究発表大会，2025年 10月

［2］ 後藤裕介・大堀耕太郎・高橋真吾，“自治体の政
策実施過程におけるエージェントベース社会シ
ミュレーションを用いた共創の実践”，2024年経
営情報学会全国研究発表大会，2024年 11月

［3］ 河合亜矢子・大村鍾太・後藤裕介，“製配販共創
による小売流通サプライチェーン改革に向けて”，
2024年経営情報学会全国研究発表大会，2024年

11月
［4］ 小谷洋一・森田裕之・渡邊真治・藤井資子，“中

小製造業におけるDX推進条件の調査に向けた事
前考察―IPAの調査データを用いたアンケート票
設計―”，2024年経営情報学会全国研究発表大会，
2024年 11月

［5］ 小谷洋一・森田裕之・渡邊真治・藤井資子，“中
小製造業におけるDX推進条件の調査に向けた事
前考察 II”，2025年度経営情報学会全国研究発表
大会，2025年 10月

5.　今後の活動計画

本研究部会の目的は「実社会（Social）の課題を
データサイエンス（Data Science）の手法で解明・
解決すること」にある．現時点では，交通，流通・
配送，SNS情報，広告，店舗売上，食品衛生管理，
情報倫理，行政等の多様な分野を対象とした研究が
進められている．次年度は，さらに実務的なデータ
対象を広げ，社会的に有益な事例を蓄積するととも
に，近未来の社会において求められるデータ活用手
法とその意義について成果を取りまとめていく予定
である．


